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１ ステップ２で整理した視点

1-1 事業による効果・影響の視点
人口流出の可能性等を踏まえた県土の均衡ある発展、県民や観光客利用の視点、自動車交通減少の

視点などが求められています。

1-2 費用対効果及び採算性分析の視点
交通事業者への影響、塩害対策費を含めたランニングコストを踏まえた費用対効果分析、採算性分

析が求められています。

1-3 事業性及び環境の視点
自然環境・景観への配慮や災害等への対応を求める意見や、自動車交通への影響を懸念する意見が

寄せられました。

２ その他の視点
地元意識が醸成されたかどうか、意識の変化も重要な視点とする意見が寄せられました。

１ 県民意見の概要
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・県民からも、技術及び計画検討委員会で確認された評価方法（次頁参照）が、必要な視点との意見が寄せ
られたことから、ステップ４ではこれに基づき比較評価を行う。

・また、その他の視点として示された「地元意識が醸成されたかどうか、意識の変化も重要な視点とする意
見」については、今後手法を検討の上、鉄軌道の導入による県民等の意識や行動の変化について把握し、
鉄軌道導入による効果について検討する。

２ 県民意見への対応



評価の視点 評価項目 評価指標 指標の算出方法及び定性的評価方法

事
業
に
よ
る
効
果
・
影
響

・県土の均衡あ
る発展

南北間の速達性
の確保

・那覇～主要都市間の所要時
間

・鉄軌道の速度等を想定し、那覇－主要都市間の所要時間を算定する。

南北間の交流人
口

・鉄軌道の有無による地域間移
動の変化

・他事例等の整備前後における地域間移動の変化を踏まえ、交流人口の拡大の
可能性を評価する。

通勤・通学圏域
の拡大

・拠点都市から３０分（６０分）圏
域内人口

・鉄軌道の所要時間及び各駅からのバス・徒歩での所要時間を設定して、各拠点
（名護市、沖縄市、那覇市）からの30分（60分）圏域の将来夜間人口を算出。圏域
の拡大範囲を図にて表示。

・高齢者を含め
た県民及び観光
客の移動利便性
の向上

県民利用者数 ・鉄軌道の県民利用者数 ・4段階推定法注１に基づく需要予測を行い、鉄軌道の利用者数を算出（県民、観光
客の利用者を内訳として表示）

観光客利用者数 ・鉄軌道の観光客等利用者数

ﾌｨｰﾀﾞｰ交通ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ構築に伴う公
共交通利用者数

・公共交通利用者数

・4段階推定法注１に基づく需要予測を行い、バス、モノレールの利用者数の算出を
行う。また、需要予測結果である駅端末交通量に対して、利用交通手段割合を別
途想定し、算出する。

県民の外出機会
の増加

・鉄軌道の有無による外出頻度
の変化

・他事例等の整備前後における鉄軌道沿線と非沿線での私事交通のトリップの原
単位を比較整理し、外出頻度の増加の可能性を評価する。

・中南部都市圏
の交通渋滞緩和
（低炭素社会の
実現含む）

公共交通への利
用転換量

・公共交通への転換者数 ・4段階推定法注１に基づく需要予測を行い、自動車利用から公共交通利用への転
換者数を算出する。

※自動車利用から公共交通利用への転換は、低炭素社会の実現（ＣＯ₂排出量の
削減）と関連。

・世界水準の観
光リゾート地の
形成

観光客の移動範
囲の拡大

・那覇－主要観光地間の所要
時間

・鉄軌道の速度等を想定し、那覇－主要観光地間の所要時間を算定する。

・まちづくり
（駐留軍用地跡
地の活性化含
む）

駐留軍用地跡地
における公共交
通利用者数

・駐留軍用地跡地における公共
交通の利用者数

・4段階推定法注１に基づく需要予測を行い、駐留軍用地跡地における公共交通の
利用者数を算出する。

まちづくりへのイ
ンパクト

・まちづくりへの寄与の定性的
評価

・鉄軌道導入の効果として、市町村のまちづくりへの寄与の定性的な評価を行う
（観光まちづくりへの寄与、駐留軍用地の活性化等を含む）。

2注１：第３回プロセス運営委員会・参考資料６の「評価指標算定等資料２」に4段階推定法の説明を記載

【評価方法】（前回委員会で確認）



費用便益分析 費用便益分析 ・費用便益比 ・鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル2012に基づき、便益及び費用を算出注２。
【計測項目】
・道路混雑緩和便益 ・ＣＯ₂排出量削減便益 ・交通事故削減便益
・所要時間短縮効果便益 ・費用縮減効果便益 ・当該事業者収益 ・競合事業者収益
・Nox排出量削減便益

採算性分析 採算性分析 ・累積資金収支黒字転換年 対策案ごとに以下の２つのケースを算出。
・ケース１：上下一体方式での整備を想定し、累積資金収支黒字転換年を算出。
・ケース２：上下分離方式での整備を想定し、運行主体のみの累積資金収支黒字転換
年を算出。

事業性

（※経済性、施工性、
事業の実施環境の評
価、災害をとりまとめ
た）

事業の実施環境 ・事業費 ・費目別の概算工事数量を算出し、費目別に設定した工事単価を乗じることにより事
業費を試算

・事業期間 ・工事着手から工事完了までの期間を試算

・事業の実施にあたっての留
意事項

○地形的・地盤的課題
・既存文献注３等から地形的・地盤的影響が想定される地域における留意事項を整理

○導入空間確保及び自動車交通への影響
・高架、地下など導入空間ごとに想定される施工上の課題等を整理

○用地確保の方法
・市街地部や郊外部などにおける用地確保の一般的な課題の整理

○耐災害性
・ハザードマップ（津波、土砂災害等）で示される危険区域を走る区間の距離や被害規
模等を考慮した配慮事項の整理

環境 環境への影響 環境への影響及び配慮事項 ○自然環境
既存文献注３等から鉄軌道の整備により影響を受けると考えられる自然環境を抽出し、
留意事項を整理。
また、どのような環境配慮が可能か把握するため、環境保全対策例を整理。
【影響を受けると考えられる環境項目】
・重要な動物・植物、生態系（特定植物群落、自然環境法令等の規制区域）
・地下水（井戸・湧水）
・重要な地形・地質
・人と自然との触れあい活動の場
・歴史的・文化的環境（文化財の分布環境）

○生活環境
既存事例注３等を参考に、想定される鉄軌道の車輌の走行に伴う騒音・振動の影響の
内容（住宅地や教育・医療・社会福祉施設等への影響）を留意事項として整理。
また、どのような対策が可能か把握するため、既存事例等から車輌の走行に伴う騒音
の低減措置（遮音壁、車輌形態等）を整理。

○景観等
既存文献注３等から地域における景観形成の目標像を把握し、景観形成にあたり配慮
すべき事項を整理。また、主要な眺望点における眺望イメージ図を作成し、対策案が
与えるインパクトについて整理。
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注2：第３回プロセス運営委員会・参考資料６の「評価指標算定等資料２」に費用便益比の説明を記載
注3：第３回プロセス運営委員会・参考資料５の「評価指標算定等資料１」に整理した内容を掲載


